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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光学フィルムの少なくとも片面に粘着剤層が積層されている粘着型光学フィルムにおい
て、
　前記粘着剤層が、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、主鎖に芳香環構造を有する樹脂
成分（Ｂ）、イソシアネート系架橋剤（Ｃ）およびシランカップリング剤（Ｄ）を含有す
る粘着剤（但し、架橋剤としての過酸化物を含まない）により形成されたものであり、前
記主鎖に芳香環構造を有する樹脂成分（Ｂ）がポリウレタン系樹脂、ポリイミド系樹脂、
および／またはポリカーボネート系樹脂であることを特徴とする粘着型光学フィルム。
【請求項２】
　前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、前記主鎖に芳香環構造
を有する樹脂成分（Ｂ）を２０～２００重量部含有することを特徴とする請求項１に記載
の粘着型光学フィルム。
【請求項３】
　前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、前記イソシアネート系
架橋剤（Ｃ）０．１～１０重量部、および前記シランカップリング剤（Ｄ）０．０１～０
．５重量部含有することを特徴とする請求項１または２記載の粘着型光学フィルム。
【請求項４】
　前記粘着剤がポリマー類（Ｅ）を含有する下塗り層を介して前記光学フィルムに積層さ
れており、かつ、前記下塗り層のポリマー類（Ｅ）が１級アミノ基を有するポリマーであ
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ることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の粘着型光学フィルム。
【請求項５】
　前記１級アミノ基を有するポリマーが、末端に１級アミノ基を有するポリ（メタ）アク
リル酸エステルであることを特徴とする請求項４記載の粘着型光学フィルム。
【請求項６】
　前記下塗り層がポリエチレンイミン系材料により形成されたものであることを特徴とす
る請求項４に記載の粘着型光学フィルム。
【請求項７】
　前記粘着剤層が、前記下塗り層を介してディスコティック液晶層上に設けられているこ
とを特徴とする請求項４～６のいずれかに記載の粘着型光学フィルム。
【請求項８】
　前記光学フィルムは、ディスコティック液晶層が形成されない側の、透明基材フィルム
の片面に偏光子が積層されていることを特徴とする請求項７記載の粘着型光学フィルム。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれかに記載の粘着型光学フィルムが用いられていることを特徴とす
る画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粘着型光学フィルムに関する。また本発明は、当該粘着型光学フィルムを用
いた液晶表示装置、有機ＥＬ表示装置、ＣＲＴ、ＰＤＰ等の画像表示装置に関する。
【０００２】
　本発明の粘着型光学フィルムは、なかでも、ディスコティック液晶層を有することによ
り、表示コントラストおよび表示色の視角特性を改善するための光学補償フィルムとして
有用であり、特に、偏光子を積層したものは、光学補償機能付き楕円偏光板として有用で
ある。
【背景技術】
【０００３】
　液晶表示装置は、薄型、軽量、低消費電力などの特微が注目され、携帯電話や時計など
の携帯機器、パソコンモニターやノートパソコンなどのＯＡ機器、ビデオカメラや液晶テ
レビなどの家庭用電気製品等に広く普及している。これら液晶表示装置は、加熱や加湿条
件下等の様々な条件下におかれるため、かかる環境下においても、表示品位を損なわない
高耐久性が要求されている。しかし、液晶表示装置を加熱や加湿条件下においた場合には
、基材の寸法変化に伴う残存応力により、液晶パネルの周辺部に表示ムラが生じることが
問題となっている。
【０００４】
　これまで、前記周辺部の表示ムラを改善するために、粘着剤つき光学フィルムに用いる
粘着剤として、可塑剤やオリゴマー成分を含有する粘着剤組成物を用いる方法（たとえば
、特許文献１～４参照）、やアクリル系粘着剤にウレタンエラストマーを添加した粘着剤
組成物を用いることが方法（たとえば、特許文献５参照）が提案されている。
【０００５】
　しかしながら、特許文献１～４の提案における粘着剤組成物は、長時間の加熱試験にお
いて、可塑剤やオリゴマー成分等の添加剤自体が析出して外観不良や粘着剤が劣化する問
題があった。また、加熱・加湿熱環境下での耐久性に悪影響が見られる場合があった。一
方、特許文献５の提案における粘着剤組成物は、前記析出等の問題は改善されるものの、
応力緩和性が十分ではなく、表示ムラと耐久性を十分満足できるレベルにはなかった。
【０００６】
【特許文献１】特開平８－９５０３２号公報
【特許文献２】特許第２７６７３８２号明細書
【特許文献３】特開平９－８７５９３号公報
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【特許文献４】特開平１０－２７９９０７号公報
【特許文献５】特開２００５－１９４３６６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、光学フィルムの少なくとも片面に粘着剤層が積層されている粘着型光学フィ
ルムであって、耐久性を有し、かつ、表示画面の周辺部分に表示ムラを抑えることができ
る、粘着型光学フィルムを提供することを目的とする。
【０００８】
　また本発明は、前記粘着型光学フィルムを用いた画像表示装置を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、前記課題を解決すべく鋭意研究したところ、下記粘着型光学フィルムに
より上記目的を達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１０】
　すなわち、本発明は、光学フィルムの少なくとも片面に粘着剤層が積層されている粘着
型光学フィルムにおいて、
　前記粘着剤層が、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、および主鎖に芳香環構造を有す
る樹脂成分（Ｂ）を含有する粘着剤により形成されたものであることを特徴とする粘着型
光学フィルム。
【００１１】
　　前記粘着型光学フィルムにおいて、前記（メタ）アクリル系ポリマー１００重量部に
対して、前記主鎖に芳香環構造を有する樹脂成分（Ｂ）を２０～２００重量部含有するこ
とが好ましい。
【００１２】
　また、前記粘着型光学フィルムにおいて、前記主鎖に芳香環構造を有する樹脂成分（Ｂ
）がポリウレタン系樹脂、ポリイミド系樹脂、および／またはポリカーボネート系樹脂で
あることが好ましい。
【００１３】
　さらに、前記粘着型光学フィルムにおいて、前記粘着剤がイソシアネート系架橋剤（Ｃ
）およびシランカップリング剤（Ｄ）を含有し、前記（メタ）アクリル系ポリマー１００
重量部に対して、前記イソシアネート系架橋剤（Ｃ）０．１～１０重量部、および前記シ
ランカップリング剤（Ｄ）０．０１～０．５重量部含有することが好ましい。
【００１４】
　一方、前記粘着型光学フィルムにおいて、前記粘着剤がポリマー類（Ｅ）を含有する下
塗り層を介して前記光学フィルムに積層されており、かつ、前記下塗り層のポリマー類（
Ｅ）が１級アミノ基を有するポリマーであることが好ましい。
【００１５】
　また、前記粘着型光学フィルムにおいて、前記１級アミノ基を有するポリマーが、末端
に１級アミノ基を有するポリ（メタ）アクリル酸エステルであることが好ましい。
【００１６】
　さらに、前記粘着型光学フィルムにおいて、前記酸化防止剤が、フェノール系、リン系
、イオウ系およびアミン系の酸化防止剤から選ばれるいずれか少なくとも１種であること
が好ましい。
【００１７】
　また、前記粘着型光学フィルムにおいて、前記下塗り層が、前記ポリマー類（Ｅ）１０
０重量部に対して、酸化防止剤０．０１～５００重量部を含有することを特徴とすること
が好ましい。
【００１８】
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　さらに、前記粘着型光学フィルムにおいて、前記粘着剤層が、前記下塗り層を介してデ
ィスコティック液晶層上に設けられていることを特徴とすることが好ましい。また、前記
下塗り層は、ポリエチレンイミン系材料により形成されたものが好適である。
【００１９】
　前記粘着型光学フィルムにおいて、前記光学フィルムとしては、ディスコティック液晶
層が形成されない側の、透明基材フィルムの片面に偏光子が積層されているものを用いる
ことができる。
【００２０】
　また本発明は、前記粘着型光学フィルムが用いられていることを特徴とする画像表示装
置、に関する。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の粘着型光学フィルムは、光学フィルムの少なくとも片面に粘着剤層が積層され
ている粘着型光学フィルムにおいて、前記粘着剤層を形成する粘着剤のベースポリマーが
、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、および主鎖に芳香環構造を有する樹脂成分（Ｂ）
を含有するポリマーブレンド（ポリマー混合物）を用いることにより、表示画面の周辺部
分の表示ムラを抑えることができる。また、上述のような優れた作用効果を有するため、
たとえば、なかでも、光学補償層として機能するディスコティック液晶層を有する粘着型
光学フィルムとして用いられることが特に好ましい。
【００２２】
　また、本発明の粘着型光学フィルムは、粘着剤層を形成する粘着剤のベースポリマーが
、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、および主鎖に芳香環構造を有する樹脂成分（Ｂ）
を含有するポリマーブレンド（ポリマー混合物）を用いることにより、周辺部の表示ムラ
を抑えているため、ベースポリマーに加えて、可塑剤等の添加剤を用いた粘着剤のように
、添加剤自体が析出して外観不良や粘着剤が劣化することはない。なお、従来、たとえば
、粘着剤ベースポリマー１００重量部に対し、ポリウレタンエラストマーを２０重量部以
上配合した場合には白化してしまうなどのために特に光学用途への適用が困難とされてい
たが、本発明は上記主鎖に芳香環構造を有する樹脂成分（Ｂ）を特定量ブレンドした粘着
剤を用いることにより、周辺ムラや耐久性に非常に優れた粘着型光学フィルムが得られる
ことを見出したものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、本発明の実施の形態について詳細に説明する。
【００２４】
　本発明は、光学フィルムの少なくとも片面に粘着剤層が積層されている粘着型光学フィ
ルムにおいて、
　前記粘着剤層が、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、および主鎖に芳香環構造を有す
る樹脂成分（Ｂ）を含有する粘着剤により形成されたものであることを特徴とする。
【００２５】
　以下、本発明を、図面を参照しながらディスコティック液晶層を有する場合を例示して
、本発明の実施形態を説明する。
【００２６】
　図１に示すように、透明基材フィルム１の片面に、ディスコティック液晶層３を有し、
ディスコティック液晶層３上には、下塗り層４を介して、粘着剤層５が設けられている。
図１では、透明基材フィルム１とディスコティック液晶層３との間に配向膜２を設ける場
合を例示しているが、配向膜２の代わりに、透明基材フィルム１の片面を、ラビング処理
したものを用いることができる。
【００２７】
　図２は、図１の粘着型光学フィルムにおいて、ディスコティック液晶層３が形成されな
い側の、透明基材フィルム１の片面には偏光子６、次いで、透明保護フィルム７が積層さ
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れているものを用いた場合である。図２では、透明基材フィルム１は、偏光子６の透明保
護フィルムも兼ねている。
【００２８】
　透明基材フィルムとしては、各種の透明材料を用いることができる。たとえば、ポリエ
チレンテレフタレートやポリエチレンナフタレート等のポリエステル系ポリマー、ジアセ
チルセルロースやトリアセチルセルロース等のセルロース系ポリマー、ポリメチルメタク
リレート等のアクリル系ポリマー、ポリスチレンやアクリロニトリル・スチレン共重合体
（ＡＳ樹脂）等のスチレン系ポリマー、ポリカーボネート系ポリマーなどがあげられる。
また、ポリエチレン、ポリプロピレン、シクロ系ないしはノルボルネン構造を有するポリ
オレフィン、エチレン・プロピレン共重合体の如きポリオレフィン系ポリマー、塩化ビニ
ル系ポリマー、ナイロンや芳香族ポリアミド等のアミド系ポリマー、イミド系ポリマー、
スルホン系ポリマー、ポリエーテルスルホン系ポリマー、ポリエーテルエーテルケトン系
ポリマー、ポリフェニレンスルフィド系ポリマー、ビニルアルコール系ポリマー、塩化ビ
ニリデン系ポリマー、ビニルブチラール系ポリマー、アリレート系ポリマー、ポリオキシ
メチレン系ポリマー、エポキシ系ポリマー、または前記ポリマーのブレンド物なども前記
透明基材フィルムを形成するポリマーの例としてあげられる。
【００２９】
　また、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載のポリマー
フィルム、たとえば、（Ａ）側鎖に置換および／または非置換イミド基を有する熱可塑性
樹脂と、（Ｂ）側鎖に置換および／または非置換フェニルならびにニトリル基を有する熱
可塑性樹脂を含有する樹脂組成物があげられる。具体例としてはイソブチレンとＮ－メチ
ルマレイミドからなる交互共重合体とアクリロニトリル・スチレン共重合体とを含有する
樹脂組成物のフィルムがあげられる。フィルムは樹脂組成物の混合押出品などからなるフ
ィルムを用いることができる。
【００３０】
　透明基材フィルムの厚さは、適宜に決定しうるが、一般には強度や取扱性等の作業性、
薄膜性などの点より１～５００μｍ程度である。特に、５～２００μｍが好ましい。
【００３１】
　また、透明基材フィルムは、できるだけ色付きがないことが好ましい。したがって、Ｒ
ｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）・ｄ（ただし、ｎｘはフィルム平面内の遅相軸方向の屈折率、ｎｚ
はフィルム厚方向の屈折率、ｄはフィルム厚みである）で表されるフィルム厚み方向の位
相差が－９０ｎｍ～＋７５ｎｍである保護フィルムが好ましく用いられる。かかる厚み方
向の位相差値（Ｒｔｈ）が－９０ｎｍ～＋７５ｎｍのものを使用することにより、透明基
材フィルムに起因する偏光板の着色（光学的な着色）はほぼ解消することができる。厚み
方向位相差（Ｒｔｈ）は、さらに好ましくは－８０ｎｍ～＋６０ｎｍ、特に－７０ｎｍ～
＋４５ｎｍが好ましい。
【００３２】
　透明基材フィルムとしては、偏光特性や耐久性などの点より、トリアセチルセルロース
等のセルロース系ポリマーやノルボルネン系ポリマーが好ましい。特にトリアセチルセル
ロース等のセルロース系ポリマーが好ましい。
【００３３】
　ディスコティック液晶層は、通常、重合性不飽和基を有するディスコティック液晶化合
物の配向、硬化により形成される。ディスコティック液晶層は、光学補償層として有用で
あり、視野角、コントラスト、明るさ等を向上させうる。ディスコティック液晶層は、デ
ィスコティック液晶化合物が傾斜配向しているものが好適である。ディスコティック液晶
層の厚さは、通常、０．５～１０μｍ程度である。
【００３４】
　ディスコティック液晶化合物とは、負の屈折率異方性（一軸性）を有するものであり、
たとえば、Ｃ．Ｄｅｓｔｒａｄｅらの研究報告、Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ．７１巻、１１１頁
（１９８１年）に記載されている、ベンゼン誘導体や、Ｂ．Ｋｏｈｎｅらの研究報告、Ａ
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ｎｇｅｗ．Ｃｈｅｍ．９６巻、７０頁（１９８４年）に記載されたシクロヘキサン誘導体
およびＪ．Ｍ．Ｌｅｈｎらの研究報告、Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍｕｎ．，１７９４頁（１
９８５年）、Ｊ．Ｚｈａｎｇらの研究報告、Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．１１６巻、２
６５５頁（１９９４年）に記載されているアザクラウン系やフェニルアセチレン系マクロ
サイクルなどがあげられ、一般的にこれらを分子中心の母核とし、直鎖のアルキル基やア
ルコキシ基、置換ベンゾイルオキシ基等がその直鎖として放射状に置換された構造であり
、液晶性を示し、一般的にディスコティック液晶と呼ばれるものが含まれる。ただし、分
子自身が負の一軸性を有し、一定の配向を付与できるものであれば上記記載に限定される
ものではない。また、本発明において、ディスコティック液晶化合物は、熱、光等で硬化
反応する重合性不飽和基（たとえば、アクリロイル基、メタクリロイル基、ビニル基、ア
リル基等があげられる）を有するものが通常用いられる。なお、ディスコティック液晶層
は、最終的にできた物が前記化合物である必要はなく、重合性不飽和基の反応により重合
または架橋し、高分子量化し液晶性を失ったものも含まれる。
【００３５】
　またディスコティック液晶化合物は、種々のディスコティック液晶化合物、および他の
低分子化合物やポリマーとの反応により、もはや液晶性を示さなくなったディスコティッ
ク液晶の反応生成物等のように、分子自身が光学的に負の一軸性を有する化合物全般を意
味する。
【００３６】
　ディスコティック液晶の配向処理には、透明基板フィルム表面をラビング処理したり、
または配向膜を用いる。配向膜としては、無機物斜方蒸着膜、或いは特定の有機高分子膜
をラビングした配向膜があげられる。アゾベンゼン誘導体からなるＬＢ膜のように光によ
り異性化を起こし、分子が方向性を持って均一に配列する薄膜などもある。有機配向膜と
しては、ポリイミド膜や、アルキル鎖変性系ポバール、ポリビニルブチラール、ポリメチ
ルメタクリレート、など疎水性表面を形成する有機高分子膜があげられる。その他、無機
物斜方蒸着膜として、ＳｉＯ斜方蒸着膜があげられる。
【００３７】
　ディスコティック液晶化合物を、傾斜配向させる手段としては、たとえば、透明基材フ
ィルムに、配向膜を形成し、次いで、ディスコティック液晶化合物（重合性液晶化合物）
を塗布し、傾斜配向状態にし、その後、紫外光等の光照射や熱により固定化する等の方法
を用いることができる。また、他の配向基材上にディスコティック液晶を傾斜配向させた
後、透明支持体上に光学的に透明な接着剤又は感圧性接着剤を利用して転写することによ
り形成することも可能である。
【００３８】
　かかるディスコティック液晶層としては、特許文献１、２に記載のものが好適に用いら
れる。このようなディスコティック液晶の傾斜配向層をセルロース系高分子フィルム上に
形成させたものとして富士写真フィルム社製のワイドビューフィルムがある。
【００３９】
　下塗り層を形成する材料は粘着剤層とディスコティック液晶層のいずれにも良好な密着
性を示し、凝集力に優れる皮膜を形成するものが望ましい。このような性質を示すものに
は、各種ポリマー類（Ｅ）、金属酸化物のゾル、シリカゾル等を使用できる。これらのな
かでも特にポリマー類が好ましく用いられる。
【００４０】
　前記ポリマー類（Ｅ）としては、ポリウレタン系樹脂、ポリエステル系樹脂、分子中に
アミノ基を含むポリマー類があげられる。ポリマー類（Ｅ）の使用形態は溶剤可溶型、水
分散型、水溶解型のいずれでもよい。たとえば、水溶性ポリウレタン、水溶性ポリエステ
ル、水溶性ポリアミド等や水分散性樹脂（エチレン－酢酸ビニル系エマルジョン、（メタ
）アクリル系エマルジョンなど）があげられる。また、水分散型は、ポリウレタン、ポリ
エステル、ポリアミド等の各種の樹脂を乳化剤を用いてエマルジョン化したものや、前記
樹脂中に、水分散性親水基のアニオン基、カチオン基またはノニオン基を導入して自己乳
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化物としたもの等を用いることができる。またイオン高分子錯体を用いることができる。
【００４１】
　かかるポリマー類（Ｅ）は粘着剤層に、たとえば、イソシアネート系化合物を含む場合
には、イソシアネート系化合物と反応性を有する官能基を有するものが好ましい。前記ポ
リマー類としては、分子中にアミノ基を含むポリマー類が好ましい。特に、末端に１級ア
ミノ基を有するものが好ましく用いられ、イソシアネート系化合物との反応により強固に
密着する。
【００４２】
　分子中にアミノ基を含むポリマー類としては、ポリエチレンイミン系、ポリアリルアミ
ン系、ポリビニルアミン系、ポリビニルピリジン系、ポリビニルピロリジン系、ジメチル
アミノエチルアクリレート等の含アミノ基含有モノマーの重合体などをあげることができ
る。これらのなかでもポリエチレンイミン系が好ましい。ポリエチレンイミン系材料とし
ては、ポリエチレンイミン構造を有しているものであればよく、たとえば、ポリエチレン
イミン、ポリアクリル酸エステルへのエチレンイミン付加物および／またはポリエチレン
イミン付加物があげられる。
【００４３】
　ポリエチレンイミンは、特に制限されず、各種のものを使用できる。ポリエチレンイミ
ンの重量平均分子量は、特に制限されないが、通常、１００～１００万程度である。たと
えば、ポリエチレンイミンの市販品の例としては、株式会社日本触媒社製のエポミンＳＰ
シリーズ（ＳＰ－００３、ＳＰ００６、ＳＰ０１２、ＳＰ０１８、ＳＰ１０３、ＳＰ１１
０、ＳＰ２００等）、エポミンＰ－１０００等があげられる。これらのなかでも、エポミ
ンＰ－１０００が好適である。
【００４４】
　ポリアクリル酸エステルへのエチレンイミン付加物および／またはポリエチレンイミン
付加物のポリアクリル酸エステルは、後述のアクリル系粘着剤のベースポリマー（アクリ
ル系ポリマー）を構成するアルキル（メタ）アクリレートおよびその共重合モノマーを常
法にしたがってエマルジョン重合することにより得られる。共重合モノマーとしては、エ
チレンイミン等を反応させるためにカルボキシル基等の官能基を有するモノマーが用いら
れる。カルボキシル基等の官能基を有するモノマーの使用割合は、反応させるエチレンイ
ミン等の割合により適宜に調整する。また、共重合モノマーとしては、スチレン系モノマ
ーを用いるのが好適である。また、アクリル酸エステル中のカルボキシル基等に、別途合
成したポリエチレンイミンを反応させることにより、ポリエチレンイミンをグラフト化し
た付加物とすることもできる。たとえば、市販品の例としては、株式会社日本触媒社製の
ポリメントＮＫ－３８０、があげられる。
【００４５】
　またアクリル系重合体エマルジョンのエチレンイミン付加物および／またはポリエチレ
ンイミン付加物等を用いることができる。たとえば、市販品の例としては、株式会社日本
触媒社製のポリメントＳＫ－１０００、があげられる。
【００４６】
　また下塗り層の形成にあたっては、アミノ基を含むポリマー類に加えて、アミノ基を含
むポリマー類と反応する化合物を混合して架橋して、下塗り層の強度を向上させることが
できる。アミノ基を含むポリマー類と反応する化合物としては、エポキシ化合物等を例示
できる。
【００４７】
　下塗り層を設ける場合には、前記光学フィルム上に下塗り層を形成した後に、粘着剤層
を形成する。たとえば、ポリエチレンイミン水溶液の如き下塗り溶液を、コーティング法
、ディッピング法、スプレー法などの塗工法を用いて、塗布、乾燥し、下塗り層を形成さ
せる。下塗り層の厚みとしては１０～５０００ｎｍ程度、さらには５０～５００ｎｍの範
囲にあることが好ましい。下塗り層の厚みが薄くなると、バルクとしての性質を有さず、
十分な強度を示さなくなり、十分な密着性が得られない場合がある。また、厚すぎると光
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学特性の低下を招くおそれがある。
【００４８】
　また、本発明の粘着剤層は、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、および主鎖に芳香環
構造を有する樹脂成分（Ｂ）を含有する粘着剤により形成されたものであることを特徴と
する。
【００４９】
　上記粘着剤層を形成する粘着剤は、ベースポリマーとして、（メタ）アクリル系ポリマ
ー（Ａ）、および主鎖に芳香環構造を有する樹脂成分（Ｂ）を含有するポリマーブレンド
（ポリマー混合物）が用いられる。
【００５０】
　（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）としては、本発明の作用効果を阻害しない範囲で適
宜用いることができるが、アルキル（メタ）アクリレートを主モノマー単位として有する
（メタ）アクリル系ポリマーが好ましい。なお、（メタ）アクリレートはアクリレートお
よび／またはメタクリレートをいい、本発明の（メタ）とは同様の意味である。
【００５１】
　上記アルキル（メタ）アクリレートのアルキル基の炭素数は１～１８程度、好ましくは
炭素数１～９であり、アルキル基は直鎖、分岐鎖のいずれでもよい。アルキル（メタ）ア
クリレートの具体例としては、たとえば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）
アクリレート、プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ｎ
－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）ア
クリレート、へキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート
、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、デシル（メ
タ）アクリレート、ドデシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、ス
テアリル（メタ）アクリレート、などをあげることができる。これらは単独でまたは組み
合わせて使用することができる。これらアルキル基の平均炭素数は４～１２であるのが好
ましい。
【００５２】
　アクリル系ポリマーにおいて、アルキル（メタ）アクリレートの割合は、モノマー単位
として、アルキル（メタ）アクリレートを５０～１００重量％で用いられるが、６０～１
００重量％の範囲で用いることが好ましく、７０～１００重量％の範囲で用いることがよ
り好ましい。
【００５３】
　また、アクリル系ポリマーは、モノマー単位として、さらに、前記アルキル（メタ）ア
クリレート成分を除く、その他のモノマー成分を、含有することができる。
【００５４】
　前記その他のモノマー成分としては、たとえば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリ
レート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）
アクリレート、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート、８－ヒドロキシオクチル
（メタ）アクリレート、１０－ヒドロキシデシル（メタ）アクリレート、１２－ヒドロキ
シラウリル（メタ）アクリレートや（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル）－メチルア
クリレートなどのヒドロキシル基含有モノマー；（メタ）アクリル酸、カルボキシエチル
（メタ）アクリレート、カルボキシペンチル（メタ）アクリレート、イタコン酸、マレイ
ン酸、フマール酸、クロトン酸などのカルボキシル基含有モノマー；無水マレイン酸、無
水イタコン酸などの酸無水物基含有モノマー；アクリル酸のカプロラクトン付加物；アリ
ルスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）
アクリルアミドプロパンスルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレートなどのスルホ
ン酸基含有モノマー；２－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフェートなどの燐酸基含有
モノマーなどがあげられる。
【００５５】
　また、前記その他のモノマー成分としては、窒素含有ビニルモノマーがあげられる。た
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とえば、マレイミド；（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミ
ド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヘキシル（メタ）アクリルアミド、
Ｎ－メチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（
メタ）アクリルアミドやＮ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロールプロパ
ン（メタ）アクリルアミドなどの（Ｎ－置換）アミド系モノマー；アミノエチル（メタ）
アクリレート、アミノプロピル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（
メタ）アクリレート、ｔ－ブチルアミノエチル（メタ）アクリレートなどのアルキルアミ
ノアルキル（メタ）アクリレート系モノマー；メトキシエチル（メタ）アクリレート、エ
トキシエチル（メタ）アクリレートなどのアルコキシアルキル（メタ）アクリレート系モ
ノマー；Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシメチレンスクシンイミドやＮ－（メタ）アクリ
ロイル－６－オキシヘキサメチレンスクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクリロイル－８－オ
キシオクタメチレンスクシンイミドなどのスクシンイミド系モノマーなども改質目的のモ
ノマー例としてあげられる。
【００５６】
　さらに、前記その他のモノマー成分としては、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、Ｎ－
ビニルカルボン酸アミド類、スチレン、α－メチルスチレン、Ｎ－ビニルカプロラクタム
などのビニル系モノマー；アクリロニトリル、メタクリロニトリルなどのニトリル系モノ
マー；グリシジル（メタ）アクリレートなどのエポキシ基含有アクリル系モノマー；ポリ
エチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール（メタ）アクリレ
ート、メトキシエチレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシポリプロピレングリ
コール（メタ）アクリレートなどのグリコール系アクリルエステルモノマー；フッ素（メ
タ）アクリレート、シリコーン（メタ）アクリレート、２－メトキシエチルアクリレート
などの（メタ）アクリレート系モノマーなども使用することができる。
【００５７】
　前記その他のモノマー成分は、ベースポリマーを改質するために、任意に用いることが
できる。前記その他のモノマー成分は、１種または２種以上を用いることができる。前記
その他のモノマー成分の割合は、アクリル系ポリマーにおける、モノマー単位として、０
．１～４０重量％、さらには０．５～３０重量％とするのが好ましい。前記その他のモノ
マー成分の割合が、５０重量％を超えると粘着剤としての柔軟性を損なうおそれがある点
で好ましくない。
【００５８】
　前記その他のモノマー成分としては、接着性が良好である点から、カルボキシル基を含
有するモノマー、特にアクリル酸が好適に用いられる。カルボキシル基を含有するモノマ
ーを用いる場合、その割合は、０．１～１０重量％程度、好ましくは０．５～８重量％、
さらに好ましくは１～６重量％である。また、イソシアネート架橋剤との架橋点になりう
ることから、ヒドロキシル基含有モノマーが好適に用いられる。ヒドロキシル基含有モノ
マー用いる場合、その割合は、０．１～１０重量％程度、好ましく０．５～８重量％、さ
らに好ましくは１～６重量％である。
【００５９】
　前記アクリル系ポリマーの製造は、各種公知の手法により製造でき、たとえば、バルク
重合法、溶液重合法、懸濁重合法等のラジカル重合法を適宜選択できる。ラジカル重合開
始剤としては、アゾ系、過酸化物系の各種公知のものを使用できる。反応温度は通常５０
～８０℃程度、反応時間は１～８時間とされる。また、前記製造法の中でも溶液重合法が
好ましく、アクリル系ポリマーの溶媒としては一般に酢酸エチル、トルエン等が用いられ
る。溶液濃度は通常２０～８０重量％程度とされる。またアクリル系ポリマーは、水系の
エマルジョンとして得ることができる。
【００６０】
　アクリル系ポリマーの重量平均分子量は、８０～３００万である。アクリル系ポリマー
の重量平均分子量は、１００～２５０万であるのが好ましく、さらには、１２０～２３０
万であるのが好ましい。重量平均分子量が、８０万未満では、周辺部ムラ、耐久性を満足
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できない。一方、重量平均分子量が２５０万を超える場合には、接着性が低下する点で好
ましくない。また、アクリル系ポリマーは、分子量１０万以下の低分子量の割合が、１５
面積％以下であることが好ましい。前記低分子量の割合を、小さくすることで、耐久性を
より向上させることができる。前記低分子量の割合は、１０面積％以下であるのが好まし
く、さらには５面積％以下であるのが好ましい。なお、低分子量の割合を、小さくするに
は、ポリマーを重合する際の濃度、開始剤種、その量および重合温度を制御することで達
成できる。モノマー濃度は高く、重合温度は低くする方が良い。具体的には開示剤として
、アゾビスイソブチロニトリルやベンゾイルパーオキサイドを用いた場合は重合温度５０
～６０℃程度で８時間程度反応することで達成できる。重合温度が低すぎると、重合反応
は開始せず、高すぎると、低分子成分が増加し、耐久性は悪化してしまう。また重合の途
中で開始剤を再投入しても低分子成分は増加し周辺部ムラは悪化する。
【００６１】
　アクリル系ポリマーの重量平均分子量は、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラ
フィー）方の下記条件にて測定した。
・分析装置：東ソー製、ＨＬＣ‐８１２０ＧＰＣ。
・カラム：東ソー製、Ｇ７０００ＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ。
・カラムサイズ：各７．８ｍｍφ×３０ｃｍ　計９０ｃｍ。
・カラム温度：４０℃。
・流速：０．８ｍｌ／ｍｉｎ。
・注入量：１００μｌ。
・溶離液：テトラヒドロフラン。
・検出器：示唆屈折計。
・標準試料：ポリスチレン。
・分子量１０万以下の割合：ＧＰＣ測定結果から、データ処理装置（東ソー製，ＧＰＣ‐
８０２０）により、重量分率（面積％）を算出した。この時、モノマー成分は含めていな
い。
【００６２】
　主鎖に芳香環構造を有する樹脂成分（Ｂ）としては、本発明の作用効果を阻害しない範
囲で適宜用いることができるが、ポリウレタン系樹脂、ポリイミド系樹脂、および／また
はポリカーボネート系樹脂であることが好ましい。
【００６３】
　なお、芳香環構造はいずれのモノマー成分に有していてもよく、たとえば、ポリウレタ
ン系樹脂であれば、ポリオール成分（またはポリオールオール組成物）とイソシアネート
成分の少なくともいずれかに有していればよい。また、芳香環構造を有するモノマー成分
の含有量は、前記主鎖に芳香環構造を有する樹脂成分（Ｂ）中、モノマー単位として４０
重量％以上であることが好ましく、５０重量％以上であることがより好ましく、６０重量
％以上であることがさらに好ましい。
【００６４】
　本発明におけるポリウレタン系樹脂（ポリウレタンポリマー）は、ポリオール成分とポ
リイソシアネート成分との反応物である。より具体的には、上記ポリウレタンポリマーは
、たとえば、ポリオール化合物に、イソシアネート化合物を反応させることにより、合成
することができる。また、市販品を入手して使用してもよい。
【００６５】
　本発明のポリオール化合物は、１分子中に水酸基を２個またはそれ以上有するもので、
ポリエーテルポリオールやポリエステルポリオールなどが用いられる。
【００６６】
　上記ポリオール化合物としては、数平均分子量が３００～５０００であることが好まし
く、５００～４０００であることがより好ましい。また、上記ポリオール化合物の水酸基
が０．０００５～０．００３当量／ｇであるものが好ましく用いられる。
【００６７】
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　ポリエーテルポリオールとしては、脂肪族ポリエーテルポリオールや芳香族ポリエーテ
ルポリオールがあげられる。より具体的には、たとえば、エチレングリコール、ジエチレ
ングリコール、プロピレングリコール、ブチレングリコール、ヘキサメチレングリコール
などの２価アルコール、トリメチロールプロパン、グリセリン、ペンタエリスリトールな
どの３価アルコールなどの低分子ポリオールに、エチレンオキサイド、プロピレンオキサ
イド、テトラヒドロフランなどを付加重合させてなるポリエーテルが用いられる。これら
は単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい。
【００６８】
　ポリエステルポリールとしては、脂肪族ポリエステルポリオールや芳香族ポリエステル
ポリオールがあげられる。より具体的には、上記の２価アルコール、ジプロピレングリコ
ール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコールな
どのアルコールと、アジピン酸、アゼライン酸、セバチン酸などの２塩基酸との重縮合物
からなるポリエステルが用いられる。これらは単独で使用してもよく、また２種以上を混
合して使用してもよい。
【００６９】
　また、分子の両末端に水酸基を有する、ポリブタジエン、ブタジエン・アクリロニトリ
ル共重合体、ポリイソプレンなどのポリジエン系ポリオール類、分子の両末端に水酸基を
有する、ポリブタジエン水添物、ポリイソプレン水添物、ポリイソブチレンなどのポリオ
レフィン系ポリオール類などもあげられる。
【００７０】
　また、上記ポリオール組成物には、上記ポリオールの他、公知の架橋剤、鎖延長剤、連
鎖移動剤、反応触媒、可塑剤、充填剤、反応溶媒、酸化防止剤、紫外線吸収剤、老化防止
剤、充填剤、難燃剤、可塑剤、着色剤、消泡剤、防黴・防菌剤等の各種添加剤を、必要に
応じて添加することもできる。これらの化合物は単独で使用してもよく、また２種以上を
混合して使用してもよい。
【００７１】
　本発明のイソシアネート化合物は、イソシアネート基を２個以上有するポリイソシアネ
ート（イソシアネート化合物）である。ポリイソシアネートとしては、粘着剤に公知のい
ずれのものも用いることができる。
【００７２】
　ポリイソシアネートには、たとえば、芳香族、脂肪族、脂環族のポリイソシアネートが
用いられる。ポリオール組成物に対する速やかな反応および水との反応の抑制の観点から
、イソホロンジイソシアネート、シクロヘキサン－１，４－ジイソシアネート、４，４－
ジシクロヘキシルメタンジイソシアネートなどの脂環族ジイソシアネート、ヘキサメチレ
ンジイソシアネートなどの脂肪族ジイソシアネートが、特に好ましく用いられる。これら
は単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい。
【００７３】
　また、ポリイソシアネートは加熱保存により黄変してしまうことがあるため、本発明の
用途では無黄変タイプのポリイソシアネートが好ましい。具体的には、芳香環に直接イソ
シアネート基が結合していないポリイソシアネート、脂肪族ポリイソシアネートや芳香脂
肪族ポリイソシアネートなどが好ましい。これらは単独で使用してもよく、また２種以上
を混合して使用してもよい。
【００７４】
　より具体的には、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、１，３－ビスイソシア
ナトメチルシクロヘキサン（Ｈ６ＸＤＩ）、イソフォロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）
、４，４’－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート（Ｈ１２ＭＤＩ）などの脂肪族イ
ソシアネート化合物や、キシレンジイソシアネート（ＸＤＩ）、テトラメチルキシレンジ
イソシアネート（ＴＭＸＤＩ）、ｍ－イソプロペニル－α，α’－ジメチルベンジルイソ
シアネート（ＴＭＩ）などの芳香脂肪族イソシアネート化合物などが特に好ましいものと
してあげられる。
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【００７５】
　上記イソシアネート化合物は、は、ポリオール組成物の水酸基の全量に対し、０．６～
１．４倍当量となる割合、つまり当量比（ＮＣＯ／ＯＨ比）が０．６～１．４となる割合
、とくに好ましくは０．８～１．２となる割合で用いられる。
【００７６】
　また、これらポリイソシアネートのイソシアネート基と水酸基とを反応させるため、触
媒として、ジブチル錫ジラウレート、オクトエ酸錫、１，４－ジアザビシクロ（２，２，
２）オクタンなどを用いるのが望ましい。
【００７７】
　また、ポリウレタンポリマーの重量平均分子量は、１～２０万であることが好ましく、
２～１８万であることがより好ましく、３～１５万であることがさらに好ましい。
【００７８】
　なお、ポリウレタンポリマーの重量平均分子量は、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロ
マトグラフィー）方の下記条件にて測定した。
・分析装置：東ソー製、ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ。
・カラム：東ソー製、Ｇ７０００ＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ。
・カラムサイズ：各７．８ｍｍφ×３０ｃｍ　計９０ｃｍ。
・カラム温度：４０℃。
・流速：０．８ｍｌ／ｍｉｎ。
・注入量：１００μｌ。
・溶離液：テトラヒドロフラン。
・検出器：示唆屈折計。
・標準試料：ポリスチレン。
　分子量１０万以下の割合：ＧＰＣ測定結果から、データ処理装置（東ソー製、ＧＰＣ－
８０２０）により、重量分率（面積％）を算出した。この時、モノマー成分は含めていな
い。
【００７９】
　本発明におけるポリイミド系樹脂は、ジアミン成分とジカルボン酸（またはテトラカル
ボン酸）成分との反応物である。より具体的には、上記ポリイミド系樹脂は、たとえば、
テトラカルボン酸無水物に、ジアミン化合物を反応させることにより、合成することがで
きる。また、市販品を入手して使用してもよい。
【００８０】
　本発明におけるポリカーボネート系樹脂は、主鎖にカーボネート結合を有する重合体で
あり、グリコールと炭酸エステルとの交換反応物などがあげられる。また、市販品を入手
して使用してもよい。
【００８１】
　本発明においては、上記粘着剤層は、前記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重
量部に対し、前記主鎖に芳香環構造を有する樹脂成分（Ｂ）を２０～２００重量部含有す
ることを特徴とするが、好ましくは３０～１８０重量部、より好ましくは４０～１５０重
量部、さらに好ましくは５０～１２０重量部である。なお、従来、たとえば、粘着剤ベー
スポリマー１００重量部に対し、ポリウレタンエラストマーを２０重量部以上配合した場
合には白化してしまうなどのために特に光学用途への適用が困難とされていたが、本発明
は上記主鎖に芳香環構造を有する樹脂成分（Ｂ）を特定量ブレンドした粘着剤を用いるこ
とにより、周辺ムラや耐久性に非常に優れた粘着型光学フィルムが得られることを見出し
たものである。
【００８２】
　本発明の粘着剤層を形成する粘着剤は、ベースポリマーである前記アクリル系ポリマー
に加えて、架橋剤を含有することが好ましい。架橋剤により、光学フィルムとの密着性や
耐久性を向上でき、また高温での信頼性や粘着剤自体の形状の保持を図ることができる。
架橋剤としては、イソシアネート系、エポキシ系、過酸化物系、金属キレート系、オキサ
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ゾリン系などを適宜に使用可能である。これら架橋剤は１種を、または２種以上を組み合
わせて用いることができる。架橋剤としては、ヒドロキシル基と反応性を示す官能基を含
有する架橋剤が好適であり、特に、イソシアネート系架橋剤が好適である。
【００８３】
　イソシアネート系架橋剤（Ｃ）は、イソシアネート化合物が用いられる。イソシアネー
ト化合物としては、トリレンジイソシアネート、クロルフェニレンジイソシアナート、ヘ
キサメチレンジイソシアナート、テトラメチレンジイソシアナート、イソホロンジイソシ
アネート、キシリレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、水添され
たジフェニルメタンジイソシアネートなどのイソシアネートモノマーおよびこれらイソシ
アネートモノマーをトリメチロールプロパンなどと付加したアダクト系イソシアネート化
合物；イソシアヌレート化物、ビュレット型化合物、さらには公知のポリエーテルポリオ
ールやポリエステルポリオール、アクリルポリオール、ポリブタジエンポリオール、ポリ
イソプレンポリオールなどを付加反応させたウレタンプレポリマー型のイソシアネートな
どがあげられる。
【００８４】
　エポキシ系架橋剤としては、たとえば、ビスフェノールＡエピクロルヒドリン型のエポ
キシ樹脂があげられる。また、エポキシ系架橋剤としては、たとえば、エチレングリコー
ルジグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセリンジ
グリシジルエーテル、グリセリントリグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジ
グリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、ジグリシジルア
ニリン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ－キシリレンジアミン、１，３－ビ
ス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）シクロヘキサン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラ
グリシジルアミノフェニルメタン、トリグリシジルイソシアヌレート、ｍ－Ｎ，Ｎ－ジグ
リシジルアミノフェニルグリシジルエーテル、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルトルイジン、および
Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアニリンなどがあげられる。
【００８５】
　過酸化物系架橋剤としては、各種過酸化物が用いられる。過酸化物としては、ジ（２‐
エチルヘキシル）パーオキシジカーボネート、ジ（４‐ｔ‐ブチルシクロヘキシル）パー
オキシジカーボネート、ジ‐ｓｅｃ‐ブチルパーオキシジカーボネート、ｔ－ブチルパー
オキシネオデカノエート、ｔ‐へキシルパーオキシピバレート、ｔ‐ブチルパーオキシピ
バレート、ジラウロイルパーオキシド、ジ‐ｎ‐オクタノイルパーオキシド、１，１，３
，３‐テトラメチルブチルパーオキシイソブチレート、１，１，３，３‐テトラメチルブ
チルパーオキシ２‐エチルヘキサノエート、ジ（４‐メチルベンゾイル）パーオキシド、
ジベンゾイルパーオキシド、ｔ‐ブチルパーオキシイソブチレート、などがあげられる。
これらのなかでも、特に架橋反応効率に優れる、ジ（４‐ｔ‐ブチルシクロヘキシル）パ
ーオキシジカルボネート、ジラウロイルパーオキシド、ジベンゾイルパーオキシドが好ま
しく用いられる。
【００８６】
　架橋剤の使用量は、（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）１００重量部に対して、１０重
量部以下、好ましくは０．０１～５重量部、さらに好ましくは０．０２～３重量部である
。架橋剤の使用割合が、１０重量部を超えると架橋が進みすぎて接着性が低下するおそれ
がある点で好ましくない。
【００８７】
　さらには、本発明の光学用粘着剤には、必要に応じて、粘着付与剤、可塑剤、ガラス繊
維、ガラスビーズ、金属粉、その他の無機粉末等からなる充填剤、顔料、着色剤、充填剤
、酸化防止剤、紫外線吸収剤、シランカップリング剤等を、また本発明の目的を逸脱しな
い範囲で各種の添加剤を適宜に使用することもできる。また微粒子を含有して光拡散性を
示す粘着剤層などとしても良い。
【００８８】
　前記添加剤としては、シランカップリング剤が好適である。シランカップリング剤とし
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ては、３‐グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３‐グリシドキシプロピルメチル
ジメトキシシラン、２‐（３，４‐エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン
等のエポキシ構造を有するシランカップリング剤；３‐アミノプロピルトリメトキシシラ
ン、Ｎ‐（２‐アミノエチル）３‐アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ‐（２‐アミ
ノエチル）３‐アミノプロピルメチルジメトキシシラン、３‐トリエトキシシリル‐Ｎ‐
（１，３‐ジメチルブチリデン）プロピルアミン等のアミノ基含有シランカップリング剤
；３‐アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３‐メタクリロキシプロピルトリエト
キシシランなどの（メタ）アクリル基含有シランカップリング剤；３‐イソシアネートプ
ロピルトリエトキシシランなどのイソシアネート基含有シランカップリング剤；３‐クロ
ロプロピルトリメトキシシラン；アセトアセチル基含有トリメトキシシランなどがあげら
れる。シランカップリング剤は、１種を単独で使用しても良く、また２種以上を混合して
使用しても良いが、シランカップリング剤の配合量は、前記（メタ）アクリル系ポリマー
（Ａ）１００重量部に対して、０．０１～０．５重量部、好ましくは０．０２～０．３重
量部である。
【００８９】
　本発明の粘着型光学フィルムは、前記透明基材フィルム上に設けた前記ディスコティッ
ク液晶層上に、前記粘着剤により、粘着剤層を形成することができる。なお、前記ディス
コティック液晶層上に、下塗り層を有する場合には、当該下塗り層に粘着剤層が形成され
る。
【００９０】
　粘着剤層の形成法は、特に制限されず、前記ディスコティック液晶層（または下塗り層
）上に粘着剤溶液を流延方式や塗工方式等の適宜な展開方式で塗布し乾燥する方法、粘着
剤層を設けた離型シートにより転写する方法等があげられる。塗布法は、リバースコーテ
ィング、グラビアコーティング等のロールコーティング法、スピンコーティング法、スク
リーンコーティング法、ファウンテンコーティング法、ディッピング法、スプレー法など
を採用できる。粘着剤溶液を塗布後、乾燥工程で溶剤や水を揮発することで所定の厚みの
粘着剤層を得る。
【００９１】
　粘着剤層の厚さは、使用目的や接着力などに応じて適宜に決定でき、一般的には、１～
５００μｍであり、好ましくは１～５０μｍである。さらには１～４０μｍが好ましく、
さらには５～３０μｍが好ましく、特に１０～２５μｍが好ましい。１μｍより薄いと耐
久性が悪くなり、厚くなると発泡などによる浮きや剥がれが生じやすく外観不良となりや
すい。
【００９２】
　また、粘着剤層の形成は、ＵＶ硬化性の粘着剤シロップを離型フィルム上に塗布し、電
子線やＵＶ等の放射線を照射することで前記アクリル系ポリマーを含有する粘着剤層を形
成できる。この際、粘着剤には、架橋剤を含有させていることから、高温での信頼性や粘
着剤自体の形状の保持を図ることができる。
【００９３】
　なお、粘着剤層の架橋は、前記乾燥工程やＵＶ照射工程で行うことができる他、乾燥後
に、加温状態や室温放置によるエージングにより、架橋が促進するような架橋形態も選択
できる。
【００９４】
　離型シートの構成材料としては、紙、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレンテ
レフタレート等の合成樹脂フィルム、ゴムシート、紙、布、不織布、ネット、発泡シート
や金属箔、それらのラミネート体等の適宜な薄葉体等があげられる。離型シートの表面に
は、粘着剤層からの剥離性を高めるため、必要に応じてシリコーン処理、長鎖アルキル処
理、フッ素処理などの低接着性の剥離処理が施されていても良い。
【００９５】
　なお、本発明の粘着型光学フィルムの光学フィルムや粘着剤層などの各層には、たとえ
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ば、サリチル酸エステル系化合物やベンゾフェノール系化合物、ベンゾトリアゾール系化
合物やシアノアクリレート系化合物、ニッケル錯塩系化合物等の紫外線吸収剤で処理する
方式などの方式により紫外線吸収能をもたせたものなどであってもよい。
【００９６】
　粘着型光学フィルムには、帯電防止性を付与するために、帯電防止剤を用いることもで
きる。帯電防止剤は、各層に含有させることができ、また、別途、帯電防止層を形成する
ことができる。帯電防止剤としては、イオン性界面活性剤系；ポリアニリン、ポリチオフ
ェン、ポリピロール、ポリキノキサリン等の導電ポリマー系；酸化スズ、酸化アンチモン
、酸化インジウム等の金属酸化物系などがあげられるが、特に光学特性、外観、帯電防止
効果、および帯電防止効果の熱時、加湿時での安定性という観点から、導電性ポリマー系
が好ましく使用される。この中でも、ポリアニリン、ポリチオフェンなどの水溶性導電性
ポリマー、もしくは水分散性導電性ポリマーが特に好ましく使用される。これは、帯電防
止層の形成材料として水溶性導電性ポリマーや水分散性導電性ポリマーを用いた場合、塗
布工程に際して有機溶剤による光学フィルム基材の変質を抑える点で好ましい。
【００９７】
　　本発明の光学フィルムは、図２に示すように、ディスコティック液晶層３が形成され
ない側の、透明基材フィルム１の片面には偏光子６、次いで、透明保護フィルム７が積層
されているものを用いることができる。
【００９８】
　偏光子６は、接着剤を用いて、透明基材フィルム１に貼り合せられる。なお、図２では
、透明基材フィルム１は、偏光子６の透明保護フィルムを兼ねているが、透明基材フィル
ム１には、偏光子の片面または両面には透明保護フィルムを有する偏光板を積層すること
もできる。
【００９９】
　偏光子は、特に限定されず、各種のものを使用できる。偏光子としては、たとえば、ポ
リビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エ
チレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素
や二色性染料の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱水
処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等があげられる。これ
らの中でも、ポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素などの二色性物質からなる偏光子
が好適である。これらの偏光子の厚さは特に制限されないが、一般的に５～８０μｍ程度
である。
【０１００】
　ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、たとえば、
ポリビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７倍
に延伸することで作成することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等を
含んでいても良いヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。さらに必要に応
じて染色前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗してもよい。ポリビニ
ルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表面の汚れや
ブロッキング防止剤を洗浄することができるほかに、ポリビニルアルコール系フィルムを
膨潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸はヨウ素で染色し
た後に行っても良いし、染色しながら延伸しても良いし、また延伸してからヨウ素で染色
しても良い。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液や水浴中でも延伸することができる。
【０１０１】
　前記偏光子の片面または両面に設けられる透明保護フィルムを形成する材料としては、
透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮断性、等方性などに優れるものが好ましい。透明
保護フィルムは、透明基材フィルムと同様の材料を用いることができる。また厚みについ
ても同様である。
【０１０２】
　なお、透明基材フィルムと透明保護フィルムは、同じポリマー材料を用いても良く、異
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なるポリマー材料等を用いても良い。
【０１０３】
　前記偏光子と、透明基材フィルムおよび透明保護フィルムとは、通常、水系接着剤等を
介して密着している。水系接着剤としては、イソシアネート系接着剤、ポリビニルアルコ
ール系接着剤、ゼラチン系接着剤、ビニル系ラテックス系、水系ポリウレタン、水系ポリ
エステル等を例示できる。なお、偏光子と、透明基材フィルムおよび透明保護フィルムと
の貼り合せにあたり、透明基材フィルムおよび透明保護フィルムには活性化処理を施すこ
とができる。活性化処理は各種方法を採用でき、たとえばケン化処理、コロナ処理、低圧
ＵＶ処理、プラズマ処理等を採用できる。活性化処理は、透明基材フィルムが、特にトリ
アセチルセルロース、ノルボルネン系樹脂、ポリカーボネート、ポリオレフィン系樹脂等
の場合に有効である。
【０１０４】
　前記透明保護フィルムの偏光子を接着させない面には、ハードコート層や反射防止処理
、スティッキング防止や、拡散ないしアンチグレアを目的とした処理を施したものであっ
ても良い。
【０１０５】
　ハードコート処理は偏光板表面の傷付き防止などを目的に施されるものであり、たとえ
ばアクリル系、シリコーン系などの適宜な紫外線硬化型樹脂による硬度や滑り特性等に優
れる硬化皮膜を透明保護フィルムの表面に付加する方式などにて形成することができる。
反射防止処理は偏光板表面での外光の反射防止を目的に施されるものであり、従来に準じ
た反射防止膜などの形成により達成することができる。また、スティッキング防止処理は
他の部材の隣接層との密着防止を目的に施される。
【０１０６】
　また、アンチグレア処理は偏光板の表面で外光が反射して偏光板透過光の視認を阻害す
ることの防止等を目的に施されるものであり、たとえばサンドブラスト方式やエンボス加
工方式による粗面化方式や透明微粒子の配合方式などの適宜な方式にて透明保護フィルム
の表面に微細凹凸構造を付与することにより形成することができる。前記表面微細凹凸構
造の形成に含有させる微粒子としては、たとえば平均粒径が０．５～５０μｍのシリカ、
アルミナ、チタニア、ジルコニア、酸化スズ、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化ア
ンチモン等からなる導電性の場合もある無機系微粒子、架橋又は未架橋のポリマー等から
なる有機系微粒子（ビーズを含む）などの透明微粒子が用いられる。表面微細凹凸構造を
形成する場合、微粒子の使用量は、表面微細凹凸構造を形成する透明樹脂１００重量部に
対して一般的に２～５０重量部程度であり、５～２５重量部が好ましい。アンチグレア層
は、偏光板透過光を拡散して視覚などを拡大するための拡散層（視覚拡大機能など）を兼
ねるものであっても良い。
【０１０７】
　なお、前記反射防止層、スティッキング防止層、拡散層やアンチグレア層等は、透明保
護フィルムそのものに設けることができるほか、別途光学層として透明保護フィルムとは
別体のものとして設けることもできる。
【０１０８】
　また、前記偏光板を積層した光学フィルムの他に、本発明の粘着型光学フィルムに使用
される光学フィルムとしては、液晶表示装置等の画像表示装置の形成に用いられ光学層を
積層することができる。たとえば反射板や反透過板、位相差板（１／２や１／４等の波長
板を含む）、輝度向上フィルムなどの液晶表示装置等の形成に用いられることのある光学
層となるものがあげられる。これらは単独で光学フィルムとして用いることができる他、
前記偏光板に、実用に際して積層して、１層または２層以上用いることができる。
【０１０９】
　特に、偏光板にさらに反射板または半透過反射板が積層されてなる反射型偏光板または
半透過型偏光板、偏光板にさらに位相差板が積層されてなる楕円偏光板または円偏光板、
あるいは偏光板にさらに輝度向上フィルムが積層されてなる偏光板が好ましい。
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【０１１０】
　反射型偏光板は、偏光板に反射層を設けたもので、視認側（表示側）からの入射光を反
射させて表示するタイプの液晶表示装置などを形成するためのものであり、バックライト
等の光源の内蔵を省略できて液晶表示装置の薄型化を図りやすいなどの利点を有する。反
射型偏光板の形成は、必要に応じ透明保護層等を介して偏光板の片面に金属等からなる反
射層を付設する方式などの適宜な方式にて行うことができる。
【０１１１】
　反射型偏光板の具体例としては、必要に応じマット処理した透明保護フィルムの片面に
、アルミニウム等の反射性金属からなる箔や蒸着膜を付設して反射層を形成したものなど
があげられる。また、前記透明保護フィルムに微粒子を含有させて表面微細凹凸構造とし
、その上に微細凹凸構造の反射層を有するものなどもあげられる。前記した微細凹凸構造
の反射層は、入射光を乱反射により拡散させて指向性やギラギラした見栄えを防止し、明
暗のムラを抑制しうる利点などを有する。また微粒子含有の保護フィルムは、入射光およ
びその反射光がそれを透過する際に拡散されて明暗ムラをより抑制しうる利点なども有し
ている。透明保護フィルムの表面微細凹凸構造を反映させた微細凹凸構造の反射層の形成
は、たとえば真空蒸着方式、イオンプレーティング方式、スパッタリング方式やメッキ方
式などの適宜な方式で金属を透明保護層の表面に直接付設する方法などにより行うことが
できる。
【０１１２】
　反射板は前記の偏光板の透明保護フィルムに直接付与する方式に代えて、その透明フィ
ルムに準じた適宜なフィルムに反射層を設けてなる反射シートなどとして用いることもで
きる。なお反射層は、通常、金属からなるので、その反射面が透明保護フィルムや偏光板
等で被覆された状態の使用形態が、酸化による反射率の低下防止、ひいては初期反射率の
長期持続の点や、保護層の別途付設の回避の点などより好ましい。
【０１１３】
　なお、半透過型偏光板は、上記において反射層で光を反射し、かつ透過するハーフミラ
ー等の半透過型の反射層とすることにより得ることができる。半透過型偏光板は、通常液
晶セルの裏側に設けられ、液晶表示装置などを比較的明るい雰囲気で使用する場合には、
視認側（表示側）からの入射光を反射させて画像を表示し、比較的暗い雰囲気においては
、半透過型偏光板のバックサイドに内蔵されているバックライト等の内蔵電源を使用して
画像を表示するタイプの液晶表示装置などを形成できる。すなわち、半透過型偏光板は、
明るい雰囲気下では、バックライト等の光源使用のエネルギーを節約でき、比較的暗い雰
囲気下においても内蔵電源を用いて使用できるタイプの液晶表示装置などの形成に有用で
ある。
【０１１４】
　偏光板にさらに位相差板が積層されてなる楕円偏光板または円偏光板について説明する
。直線偏光を楕円偏光または円偏光に変えたり、楕円偏光または円偏光を直線偏光に変え
たり、あるいは直線偏光の偏光方向を変える場合に、位相差板などが用いられる。特に、
直線偏光を円偏光に変えたり、円偏光を直線偏光に変える位相差板としては、いわゆる１
／４波長板（λ／４板とも言う）が用いられる。１／２波長板（λ／２板とも言う）は、
通常、直線偏光の偏光方向を変える場合に用いられる。
【０１１５】
　楕円偏光板はスーパーツイストネマチック（ＳＴＮ）型液晶表示装置の液晶層の複屈折
により生じた着色（青又は黄）を補償（防止）して、前記着色のない白黒表示する場合な
どに有効に用いられる。さらに、三次元の屈折率を制御したものは、液晶表示装置の画面
を斜め方向から見た際に生じる着色も補償（防止）することができて好ましい。円偏光板
は、たとえば画像がカラー表示になる反射型液晶表示装置の画像の色調を整える場合など
に有効に用いられ、また、反射防止の機能も有する。
【０１１６】
　位相差板としては、高分子素材を一軸または二軸延伸処理してなる複屈折性フィルム、
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液晶ポリマーの配向フィルム、液晶ポリマーの配向層をフィルムにて支持したものなどが
あげられる。位相差板の厚さも特に制限されないが、２０～１５０μｍ程度が一般的であ
る。
【０１１７】
　高分子素材としては、たとえば、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、ポリ
メチルビニルエーテル、ポリヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシエチルセルロー
ス、ヒドロキシプロピルセルロース、メチルセルロース、ポリカーボネート、ポリアリレ
ート、ポリスルホン、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリエ
ーテルスルホン、ポリフェニレンスルファイド、ポリフェニレンオキサイド、ポリアリル
スルホン、ポリアミド、ポリイミド、ポリオレフィン、ポリ塩化ビニル、セルロース系重
合体、ノルボルネン系樹脂、またはこれらの二元系、三元系各種共重合体、グラフト共重
合体、ブレンド物などがあげられる。これらの高分子素材は延伸等により配向物（延伸フ
ィルム）となる。
【０１１８】
　液晶ポリマーとしては、たとえば、液晶配向性を付与する共役性の直線状原子団（メソ
ゲン）がポリマーの主鎖や側鎖に導入された主鎖型や側鎖型の各種のものなどをあげられ
る。主鎖型の液晶ポリマーの具体例としては、屈曲性を付与するスペーサー部でメソゲン
基を結合した構造の、たとえばネマチック配向性のポリエステル系液晶性ポリマー、ディ
スコティックポリマーやコレステリックポリマーなどがあげられる。側鎖型の液晶ポリマ
ーの具体例としては、ポリシロキサン、ポリアクリレート、ポリメタクリレート又はポリ
マロネートを主鎖骨格とし、側鎖として共役性の原子団からなるスペーサー部を介してネ
マチック配向付与性のパラ置換環状化合物単位からなるメソゲン部を有するものなどがあ
げられる。これらの液晶ポリマーは、たとえば、ガラス板上に形成したポリイミドやポリ
ビニルアルコール等の薄膜の表面をラビング処理したもの、酸化ケイ素を斜方蒸着したも
のなどの配向処理面上に液晶性ポリマーの溶液を展開して熱処理することにより行われる
。
【０１１９】
　位相差板は、たとえば各種波長板や液晶層の複屈折による着色や視覚等の補償を目的と
したものなどの使用目的に応じた適宜な位相差を有するものであって良く、２種以上の位
相差板を積層して位相差等の光学特性を制御したものなどであっても良い。
【０１２０】
　また、上記の楕円偏光板や反射型楕円偏光板は、偏光板又は反射型偏光板と位相差板を
適宜な組合せで積層したものである。かかる楕円偏光板等は、（反射型）偏光板と位相差
板の組合せとなるようにそれらを液晶表示装置の製造過程で順次別個に積層することによ
っても形成しうるが、前記の如く予め楕円偏光板等の光学フィルムとしたものは、品質の
安定性や積層作業性等に優れて液晶表示装置などの製造効率を向上させうる利点がある。
【０１２１】
　偏光板と輝度向上フィルムを貼り合せた偏光板は、通常液晶セルの裏側サイドに設けら
れて使用される。輝度向上フィルムは、液晶表示装置などのバックライトや裏側からの反
射などにより自然光が入射すると所定偏光軸の直線偏光または所定方向の円偏光を反射し
、他の光は透過する特性を示すもので、輝度向上フィルムを偏光板と積層した偏光板は、
バックライト等の光源からの光を入射させて所定偏光状態の透過光を得ると共に、前記所
定偏光状態以外の光は透過せずに反射される。この輝度向上フィルム面で反射した光をさ
らにその後ろ側に設けられた反射層等を介し反転させて輝度向上フィルムに再入射させ、
その一部又は全部を所定偏光状態の光として透過させて輝度向上フィルムを透過する光の
増量を図ると共に、偏光子に吸収させにくい偏光を供給して液晶表示画像表示等に利用し
うる光量の増大を図ることにより輝度を向上させうるものである。すなわち、輝度向上フ
ィルムを使用せずに、バックライトなどで液晶セルの裏側から偏光子を通して光を入射し
た場合には、偏光子の偏光軸に一致していない偏光方向を有する光は、ほとんど偏光子に
吸収されてしまい、偏光子を透過してこない。すなわち、用いた偏光子の特性よっても異
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なるが、およそ５０％の光が偏光子に吸収されてしまい、その分、液晶画像表示等に利用
しうる光量が減少し、画像が暗くなる。輝度向上フィルムは、偏光子に吸収されるような
偏光方向を有する光を偏光子に入射させずに輝度向上フィルムで一反反射させ、さらにそ
の後ろ側に設けられた反射層等を介して反転させて輝度向上フィルムに再入射させること
を繰り返し、この両者間で反射、反転している光の偏光方向が偏光子を通過し得るような
偏光方向になった偏光のみを、輝度向上フィルムは透過させて偏光子に供給するので、バ
ックライトなどの光を効率的に液晶表示装置の画像の表示に使用でき、画面を明るくする
ことができる。
【０１２２】
　輝度向上フィルムと上記反射層等の間に拡散板を設けることもできる。輝度向上フィル
ムによって反射した偏光状態の光は上記反射層等に向かうが、設置された拡散板は通過す
る光を均一に拡散すると同時に偏光状態を解消し、非偏光状態となる。すなわち、自然光
状態の光が反射層等に向かい、反射層等を介して反射し、再び拡散板を通過して輝度向上
フィルムに再入射することを繰り返す。このように輝度向上フィルムと上記反射層等の間
に、偏光を元の自然光にもどす拡散板を設けることにより表示画面の明るさを維持しつつ
、同時に表示画面の明るさのむらを少なくし、均一で明るい画面を提供することができる
。かかる拡散板を設けることにより、初回の入射光は反射の繰り返し回数が程よく増加し
、拡散板の拡散機能と相俟って均一の明るい表示画面を提供することができたものと考え
られる。
【０１２３】
　前記の輝度向上フィルムとしては、たとえば誘電体の多層薄膜や屈折率異方性が相違す
る薄膜フィルムの多層積層体の如き、所定偏光軸の直線偏光を透過して他の光は反射する
特性を示すもの、コレステリック液晶ポリマーの配向フィルムやその配向液晶層をフィル
ム基材上に支持したものの如き、左回り又は右回りのいずれか一方の円偏光を反射して他
の光は透過する特性を示すものなどの適宜なものを用いうる。
【０１２４】
　したがって、前記した所定偏光軸の直線偏光を透過させるタイプの輝度向上フィルムで
は、その透過光をそのまま偏光板に偏光軸を揃えて入射させることにより、偏光板による
吸収ロスを抑制しつつ効率よく透過させることができる。一方、コレステリック液晶層の
如く円偏光を透過するタイプの輝度向上フィルムでは、そのまま偏光子に入射させること
もできるが、吸収ロスを抑制する点よりその円偏光を、位相差板を介し直線偏光化して偏
光板に入射させることが好ましい。なお、その位相差板として１／４波長板を用いること
により、円偏光を直線偏光に変換することができる。
【０１２５】
　可視光域等の広い波長で１／４波長板として機能する位相差板は、たとえば波長５５０
ｎｍの淡色光に対して１／４波長板として機能する位相差板と他の位相差特性を示す位相
差層、たとえば１／２波長板として機能する位相差層とを重畳する方式などにより得るこ
とができる。したがって、偏光板と輝度向上フィルムの間に配置する位相差板は、１層ま
たは２層以上の位相差層からなるものであってよい。
【０１２６】
　なお、コレステリック液晶層についても、反射波長が相違するものの組合せにして２層
又は３層以上重畳した配置構造とすることにより、可視光域等の広い波長範囲で円偏光を
反射するものを得ることができ、それに基づいて広い波長範囲の透過円偏光を得ることが
できる。
【０１２７】
　また、偏光板は、上記の偏光分離型偏光板の如く、偏光板と２層又は３層以上の光学層
とを積層したものからなっていても良い。したがって、上記の反射型偏光板や半透過型偏
光板と位相差板を組み合わせた反射型楕円偏光板や半透過型楕円偏光板などであっても良
い。
【０１２８】
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　偏光板に前記光学層を積層した光学フィルムは、液晶表示装置等の製造過程で順次別個
に積層する方式にても形成することができるが、予め積層して光学フィルムとしたものは
、品質の安定性や組立作業等に優れていて液晶表示装置などの製造工程を向上させうる利
点がある。積層には粘着層等の適宜な接着手段を用いうる。前記の偏光板と他の光学層の
接着に際し、それらの光学軸は目的とする位相差特性などに応じて適宜な配置角度とする
ことができる。
【０１２９】
　なお、本発明の粘着型光学フィルムの光学フィルムや粘着剤層などの各層には、たとえ
ばサリチル酸エステル系化合物やベンゾフェノール系化合物、ベンゾトリアゾール系化合
物やシアノアクリレート系化合物、ニッケル錯塩系化合物等の紫外線吸収剤で処理する方
式などの方式により紫外線吸収能をもたせたものなどであってもよい。
【０１３０】
　本発明の粘着型光学フィルムは液晶表示装置等の各種画像表示装置の形成などに好まし
く用いることができる。液晶表示装置の形成は、従来に準じて行いうる。すなわち液晶表
示装置は一般に、液晶セルと粘着型光学フィルム、および必要に応じての照明システム等
の構成部品を適宜に組み立てて駆動回路を組み込むことなどにより形成されるが、本発明
においては本発明による粘着型光学フィルムを用いる点を除いて特に限定は無く、従来に
準じうる。液晶セルについても、たとえばＴＮ型やＳＴＮ型、π型などの任意なタイプの
ものを用いうる。
【０１３１】
　液晶セルの片側又は両側に粘着型光学フィルムを配置した液晶表示装置や、照明システ
ムにバックライトあるいは反射板を用いたものなどの適宜な液晶表示装置を形成すること
ができる。その場合、本発明による光学フィルムは液晶セルの片側又は両側に設置するこ
とができる。両側に光学フィルムを設ける場合、それらは同じものであっても良いし、異
なるものであっても良い。さらに、液晶表示装置の形成に際しては、たとえば拡散板、ア
ンチグレア層、反射防止膜、保護板、プリズムアレイ、レンズアレイシート、光拡散板、
バックライトなどの適宜な部品を適宜な位置に１層又は２層以上配置することができる。
【０１３２】
　次いで有機エレクトロルミネセンス装置（有機ＥＬ表示装置）について説明する。本発
明の光学フィルム（偏光板等）は、有機ＥＬ表示装置においても適用できる。一般に、有
機ＥＬ表示装置は、透明基板上に透明電極と有機発光層と金属電極とを順に積層して発光
体（有機エレクトロルミネセンス発光体）を形成している。ここで、有機発光層は、種々
の有機薄膜の積層体であり、たとえばトリフェニルアミン誘導体等からなる正孔注入層と
、アントラセン等の蛍光性の有機固体からなる発光層との積層体や、あるいはこのような
発光層とペリレン誘導体等からなる電子注入層の積層体や、またあるいはこれらの正孔注
入層、発光層、および電子注入層の積層体等、種々の組合せをもった構成が知られている
。
【０１３３】
　有機ＥＬ表示装置は、透明電極と金属電極とに電圧を印加することによって、有機発光
層に正孔と電子とが注入され、これら正孔と電子との再結合によって生じるエネルギーが
蛍光物資を励起し、励起された蛍光物質が基底状態に戻るときに光を放射する、という原
理で発光する。途中の再結合というメカニズムは、一般のダイオードと同様であり、この
ことからも予想できるように、電流と発光強度は印加電圧に対して整流性を伴う強い非線
形性を示す。
【０１３４】
　有機ＥＬ表示装置においては、有機発光層での発光を取り出すために、少なくとも一方
の電極が透明でなくてはならず、通常酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）などの透明導電体で
形成した透明電極を陽極として用いている。一方、電子注入を容易にして発光効率を上げ
るには、陰極に仕事関数の小さな物質を用いることが重要で、通常Ｍｇ－Ａｇ、Ａｌ－Ｌ
ｉなどの金属電極を用いている。
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【０１３５】
　このような構成の有機ＥＬ表示装置において、有機発光層は、厚さ１０ｎｍ程度ときわ
めて薄い膜で形成されている。このため、有機発光層も透明電極と同様、光をほぼ完全に
透過する。その結果、非発光時に透明基板の表面から入射し、透明電極と有機発光層とを
透過して金属電極で反射した光が、再び透明基板の表面側へと出るため、外部から視認し
たとき、有機ＥＬ表示装置の表示面が鏡面のように見える。
【０１３６】
　電圧の印加によって発光する有機発光層の表面側に透明電極を備えるとともに、有機発
光層の裏面側に金属電極を備えてなる有機エレクトロルミネセンス発光体を含む有機ＥＬ
表示装置において、透明電極の表面側に偏光板を設けるとともに、これら透明電極と偏光
板との間に位相差板を設けることができる。
【０１３７】
　位相差板および偏光板は、外部から入射して金属電極で反射してきた光を偏光する作用
を有するため、その偏光作用によって金属電極の鏡面を外部から視認させないという効果
がある。特に、位相差板を１／４波長板で構成し、かつ偏光板と位相差板との偏光方向の
なす角をπ／４に調整すれば、金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【０１３８】
　すなわち、この有機ＥＬ表示装置に入射する外部光は、偏光板により直線偏光成分のみ
が透過する。この直線偏光は位相差板により一般に楕円偏光となるが、とくに位相差板が
１／４波長板でしかも偏光板と位相差板との偏光方向のなす角がπ／４のときには円偏光
となる。
【０１３９】
　この円偏光は、透明基板、透明電極、有機薄膜を透過し、金属電極で反射して、再び有
機薄膜、透明電極、透明基板を透過して、位相差板に再び直線偏光となる。そして、この
直線偏光は、偏光板の偏光方向と直交しているので、偏光板を透過できない。その結果、
金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【実施例】
【０１４０】
　以下に、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって
限定されるものではない。
【０１４１】
　〔実施例１〕
　（アクリル系ポリマー（ａ１）の調製）
　攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、および冷却器を備えた４つ口フラスコに、ブチル
アクリレート（ＢＡ）１００重量部、２－ヒドロキシブチルアクリレート１重量部、重合
開始剤として２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．３重量部、および酢酸エチル５
０重量部を仕込み、緩やかに攪拌しながら窒素ガスを導入して十分に窒素置換した後、フ
ラスコ内の液温を５５℃付近に保って８時間重合反応を行い、アクリル系ポリマー（ａ１
）溶液を調製した。上記アクリル系ポリマー（ａ１）の重量平均分子量は１５０万であっ
た。
【０１４２】
　（ウレタンポリマー（ｂ１）の調製）
　攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、および冷却管を備えた４つ口フラスコに、ポリオ
キシテトラメチレングルコール７５重量部、およびジブチルすずラウレート０．０５重量
部とを仕込み、緩やかに攪拌しながら窒素ガスを導入して十分に窒素置換した後、キシリ
レンジイソシアネート２５重量部を滴下し、フラスコ内の液温を６５℃付近に保って２時
間重合反応を行い、ウレタンポリマー（ｂ１）を調製した。上記ウレタンポリマー（ｂ１
）の重量平均分子量は１０万であった。
【０１４３】
　（粘着剤組成物の調製）
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　上記アクリル系ポリマー（ａ１）溶液の固形分１００重量部に対して、上記ウレタンポ
リマー（ｂ１）３０重量部、シランカップリング剤として３－グリシドキシプロピルトリ
メトキシシラン（信越シリコーン社製、ＫＢＭ４０３）０．１重量部、および架橋剤とし
てトリメチロールプロパン／トリレンジイソシアネート３量体付加物（日本ポリウレタン
工業社製、コロネートＬ）０．５重量部を均一に混合撹拌し、アクリル系粘着剤溶液（１
）を調整した。
【０１４４】
　（粘着型偏光板の作製）
　次いで、上記アクリル系粘着剤溶液（１）を、シリコーン処理を施したポポリエステル
フィルム（厚さ：３８μｍ）からなるセパレーターの片面に塗布し、１３０℃で３分間乾
燥をおこない、乾燥後の厚さが２５μｍの粘着剤層を形成した。
【０１４５】
　上記粘着剤層を、上記光学補償層付偏光フィルムの下塗り層（日林触媒化学工業社製の
ポリメント　ＮＫ３８０を、トルエンにて固形分がが０．２重量％になるように希釈して
作製した溶液にチバスペシャルティケミカル社製のフエノール系酸化防止剤ＩＲＧＡＮＯ
Ｘ１０１０をＮＫ３８０、１００重量部に対して１重量部添加した塗布溶液を、バーコー
ターを用いて塗布、乾燥させ、塗布量０．２立方センチメートルのアンカーコート層を作
製した。）の表面に貼り合わせ、粘着型光学フィルムを作製した。
【０１４６】
　〔実施例２〕
　実施例１において、上記ウレタンポリマー（ｂ１）３０重量部に代えて、上記ウレタン
ポリマー（ｂ１）１５０重量部用いたこと以外は、実施例１と同様の操作を行い、粘着型
光学フィルムを作製した。
【０１４７】
　〔実施例３〕
　実施例１において、上記アクリル系ポリマー（ａ１）に代えて、下記アクリル系ポリマ
ー（ａ２）を用いたこと以外は、実施例１と同様の操作を行い、粘着型光学フィルムを作
製した。
【０１４８】
　（アクリル系ポリマー（ａ２）の調製）
　攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、および冷却器を備えた４つ口フラスコに、ブチル
アクリレート（ＢＡ）１００重量部、アクリル酸５重量部、２－ヒドロキシブチルアクリ
レート０．１重量部、重合開始剤として２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．３重
量部、および酢酸エチル５０重量部を仕込み、緩やかに攪拌しながら窒素ガスを導入して
十分に窒素置換した後、フラスコ内の液温を５５℃付近に保って８時間重合反応を行い、
アクリル系ポリマー（ａ２）溶液を調製した。上記アクリル系ポリマー（ａ２）の重量平
均分子量は１６０万であった。
【０１４９】
　〔実施例４〕
　実施例１において、上記ウレタンポリマー（ｂ１）３０重量部に代えて、ポリアミドイ
ミド樹脂（日立化成社製、ＨＰＣ－５０００）３０重量部用いたこと以外は、実施例１と
同様の操作を行い、粘着型光学フィルムを作製した。
【０１５０】
　〔比較例１〕
　実施例１において、上記ウレタンポリマー（ｂ１）３０重量部に代えて、上記ウレタン
ポリマー（ｂ１）１０重量部用いたこと以外は、実施例１と同様の操作を行い、粘着型光
学フィルムを作製した。
【０１５１】
　〔比較例２〕
　実施例１において、上記ウレタンポリマー（ｂ１）を用いなかったこと以外は、実施例
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１と同様の操作を行い、粘着型光学フィルムを作製した。
【０１５２】
　〔比較例３〕
　実施例１において、上記ウレタンポリマー（ｂ１）３０重量部に代えて、上記ウレタン
ポリマー（ｂ１）２５０重量部用いたこと以外は、実施例１と同様の操作を行い、粘着型
光学フィルムを作製した。
【０１５３】
　上記で得られた粘着型光学フィルムについて、以下の評価を行った。結果を表１に示す
。
【０１５４】
　（周辺部ムラ）
　粘着型光学フィルムを、縦４２０ｍｍ×横３２０ｍｍのサイズに切り出したものを２枚
用意した。この粘着型光学フィルムを、厚さ０．０７ｍｍの無アルカリガラス板の両面に
クロスニコルになるようにラミネータにて貼り合せた。次いで、５０℃、５ａｔｍで１５
分間のオートクレーブ処理を行った。次いで、このサンプルを１００℃（加熱）および６
０℃、９０％Ｒ．Ｈ．（加湿）の条件下で、それぞれ５００時間の処理を行った。これを
、１万カンデラのバックライト上に置き、光漏れを下記の基準により、目視で評価した。
・周辺部ムラがなく、実用上問題なかった場合：◎
・周辺部ムラがわずかに見られるが、実用上問題なかった場合：○
・周辺部ムラが見られるが、実用上問題なかった場合：△
・周辺部ムラがきつく見られ、実用上問題があった場合：×。
【０１５５】
　（耐久性）
　粘着型光学フィルム（１５インチサイズ）を、無アルカリガラス（コーニング１７３７
、厚み：０．７ｍｍ）に貼り付け、５０℃、０．５ＭＰａのオートクレーブにて１５分間
処理を行った。次いで、このサンプルを９０℃（加熱）および６０℃、９５％Ｒ．Ｈ．（
加湿）の条件下で、それぞれ５００時間の処理を行い。下記の基準により、目視で評価し
た。
・粘着型光学フィルムと無アルカリガラスの間にて、剥がれや浮き、発泡がなかった場合
：◎
・粘着型光学フィルムと無アルカリガラスの間にて、剥がれや浮き、発泡があった場合：
×。
【０１５６】
【表１】

【図面の簡単な説明】
【０１５７】
【図１】本発明の粘着型光学フィルムの一例の断面図である。
【図２】本発明の粘着型光学フィルムの一例の断面図である。
【符号の説明】
【０１５８】
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　　１　透明基材フィルム
　　２　配向膜
　　３　ディスコティック液晶層
　　４　下塗り層
　　５　粘着剤層
　　６　偏光子
　　７　透明保護フィルム 
 

【図１】

【図２】
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